
 

『Ｒ３事務年度法人税調査事績 申告漏れ、追徴税額等増加へ』 
  
 国税庁は今般、令和３事務年度の法人税等の調査事績の概要を発表した。コロナ禍の影響を受けなが

らも、調査件数、申告漏れ所得金額、追徴税額は増加に転じた。 

 法人税・法人消費税では、調査必要度の高い法人４万１千件（前年比１６３．２％）の実地調査を実

施。申告漏れ所得金額は６，０２８億円（同１１４．０％）、追徴税額は２，３０７億円（同１１９．

２％）、追徴税額／件は５，７０１千円（同７３．０％）となった。一方、簡易な接触による申告内容

等の自発的な見直し要請を６万７千件（同９８．０％）実施、申告漏れ所得金額８８億円（同１１６．

６％）、追徴税額１０４億円（同１６７．５％）となった。源泉所得税では４万８千件（同１６６．３％）

の実地調査を実施。１万５千件（同１５３．６％）の非違があり追徴税額は２２

８億円（同１５６．７％）、追徴税額／件は４７万８千円（同９４．３％）。 

 消費税還付申告法人からは総額３７２億円（同１６９．６％）を追徴、うち不

正還付は１１１億円（同３２７．２％）。海外取引に係る申告漏れ所得は１，６

１１億円（同１０５．３％）を把握、源泉徴収漏れは３１億円を追徴した。無申

告法人からは１７３億円（同１０６．９％）（うち、不正計算があった法人で１

００億円）を追徴した。 

 

『投資委、新投資促進戦略発表 奨励策の概要も―タイ』 
         
 タイ投資委員会（ＢＯＩ）は１１月、２０２３～２７年を対象とする新「５カ年投資促進戦略」を発表した。テクノロジー

やイノベーションを軸に、持続可能な発展に考慮しつつ、国の競争力を高める方針。２３年１月から新投資奨励措

置も施行する。タイへの投資を検討する上での重要な施策となる。新戦略で掲げたのは【イノベーティブ】【コンペ

ティティブ】【インクルーシブ】の３コンセプト。特に【イノベーティブ】は、テクノロジー、イノ

ベーション、クリエーティビティーを基盤とする経済【コンペティティブ】は、競争力・適応力

があり、国家の高成長に貢献する経済を目指す。「新しい経済」の構築に向け▽ポテン

シャルがあり、サプライチェーン強靭化に貢献する新産業の構築、既存産業を高度化、産

業のスマート化、サステナブル化、中小企業、スタートアップの競争力強化―など７つの具

体的方針も示した。対タイ投資判断にあたって重要なカギとなる投資奨励策には◇バイ

オ・循環型・グリーン（ＢＣＧ）経済やデジタル分野など新産業への投資を奨励するため、現

在の７分類の奨励対象業種を１０分類に増やす◇恩典の等級に『Ａ１＋』を追加する◇特

定の事業に対して１０～１３年の法人税免除恩典を付与する―などが盛り込まれている。 

 
出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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＜冬期休業のご案内＞ 
令和４年１２月３０日（金）から令和５年１月４日（水）まで休業させていただきます。 

次回の発信は１月１０日（火）の１４４７号です。よろしくお願いいたします。 

http://www.aoi-cms.com/

